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リカレント教育・大学改革について 
 

（株）日本総合研究所 
理事長 高橋 進 

 
１．リカレント教育について 

 リカレント教育の機能は、これまで主として企業内教育で提供されてきたが、限界。 
 高等教育機関には、実践的な専門教育、創造性・イノベーション能力を磨くための

教育が求められる。異世代の交流を促進するとともに、オンライン授業など教育分

野のイノベーションを進め、新規参入も促進すべき。 
 教育機関、産業界、行政の連携を進め、働き方・学び方の調整、ニーズを踏まえた

教育内容、教育人材の確保等に取り組む体制を構築すべき。 
 リカレント教育についての雇用保険制度における教育訓練給付内容の見直し、拡

充を図るべき。 
 
２．大学改革について 

 少子化にもかかわらず私学大学数は増加し、私立大学の４割強が定員割れ。学生の

学習時間は極めて短いなど学生の質が懸念。教育の質の向上に重点を置くべき。 
 大学教育の質や成果の「見える化」、経営への外部人材の登用の促進、ガバナンス

改革など経営力強化等に取り組む必要。 
 とくに教員・研究者評価やファカルティ・ディベロップメントの推進、大学教育の

成果を明らかにするための手法の検討、私学助成の効果分析や定量的指標による

配分の見直し等の検討を行うべき。 
 私立大学の公立化が経営困難大学の救済とならないよう、地域の教育・研究機関と

地元産業界等との連携等を議論する場を設置し、撤退、事業承継も含め、経営のあ

り方を決めるべき。 





１．国立大学は、その創設以来、我が国の政策や、産業施策を支える高等教育機関として、欧
米の歴史に学びながら、多数のノーベル賞受賞者を輩出するなど、卓越した研究力の発揮、ま
た、地域と国をけん引する多様な人材の育成に力を注ぎ、我が国の発展に大きく貢献。

２．しかし未来に向かって持続的に発展可能な社会を創るうえで我が国は様々な困難に直面し
ており、その克服のためにはSociety 5.0 の実現や人生100年時代社会のグランドデザインの
策定は喫緊の課題であり、そのようなビジョンを実現し、支え、発展させる人材の育成は高等
教育の重要なミッション

３．このような認識の下、高等教育等に関して以下の方向性が重要
① 経済的困難を抱える向学心に燃えた優秀な人材への支援と、密度の高い学修を確保す

るなど、大学における教育の質の保証を確立すること
② 人生100年時代社会、そしてディジタル技術などの急速な進歩・普及で激変する社会にお

いて必要な「学びなおし：リカレント教育」のための環境整備を産学官挙げて構築すること
③ 産業形態が今後、大規模集積型から地域分散型へとパラダイムシフトする中で、全国に

配置されている国立大学は産業振興と地域創生の核として積極的な役割を果たすため、外部
の意見を取り入れながら自ら改革を加速させること

④ 教育の多様性拡大やリソースの有効活用のため、オンライン教育など遠隔分散型教育シ
ステムの活用を図ること

⑤ 国立大学においては、新しい価値を創造する力、社会と連携する力、コミュニケーション
能力、リーダーシップを兼ね備えた人材（特に博士人材）の育成を強化し、企業や社会におい
て積極的に活用されるよう産学官が連携して推進すること

４．リカレント教育については、国立大学はこれまで、個々の強み・特色を活かしてその推進に
取り組んできたところであるが、今後国立大学は地域や産業界とのより踏み込んだ連携により、
多様な教育プログラムを開発・実施して産業振興と地域創生の核になること、またそのための
体制整備を進めるなど、更なる改革が必要

５．多様なコンテンツを遠隔分散型教育で行うため、放送大学などと連携したオンライン教育シ
ステムの活用も検討すべきであり、放送大学は、これまで国立大学と様々な連携を行ってきて
いることから、今後、放送大学を活用した社会人向けオンライン授業の充実と活用が期待

６．国立大学の改革に加え、産業界においては、学び直しを積極的に奨励する職場環境の醸
成、また、国においては関連する政策的・財政的支援を期待

＜人生100年時代社会における国立大学：教育・人材育成における役割と今後の方向性＞

人生100年時代構想会議 提出資料
２０１７．１１．３０ 松尾清一

資料４
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● リカレント教育においては、社会の変化や地域性

に応じて、高度人材育成から職業実践力教育まで多

様なプログラムが必要。

● 国立大学ではそれぞれの特性や地域性に合わせ

て、多様な学びなおしのプログラムが進行中。

● 人生100年時代社会では、これらを組織的戦略的

に拡充する必要。
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全大学数 単位互換協定締結校数

国立大学 ８６校 ６１校（71％）

○放送大学との単位互換協定締結校数

（平成２９年４月１日現在）

○放送大学と単位互換協定を締結している

国立大学（平成２９年４月１日現在）

北海道教育大学
帯広畜産大学
旭川医科大学
北見工業大学
弘前大学
岩手大学
東北大学
宮城教育大学
秋田大学
山形大学
福島大学
茨城大学
筑波技術大学
宇都宮大学
群馬大学
埼玉大学
千葉大学
東京医科歯科大学
東京農工大学
東京海洋大学
電気通信大学

鳥取大学
島根大学
岡山大学
広島大学
山口大学
徳島大学
鳴門教育大学
香川大学
愛媛大学
高知大学
九州大学
福岡教育大学
佐賀大学
長崎大学
熊本大学
大分大学
宮崎大学
鹿児島大学
鹿屋体育大
琉球大学

横浜国立大学
新潟大学
上越教育大学
金沢大学
福井大学
山梨大学
信州大学
岐阜大学
静岡大学
浜松医科大学
三重大学
滋賀大学
滋賀医科大学
大阪大学
大阪教育大学
兵庫教育大学
神戸大学
奈良教育大学
奈良女子大学
和歌山大学
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名古屋大学における博士人材育成の方針

時間当たり労働生産性は博士課程修了者数と相関する
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間
」
と
「
費

用
」
が

２
つ
の

壁
に

な
っ
て
い
る
。

・
「
有

給
教

育
休

暇
」
の

制
度

化
や

時
間

外
労

働
の

上
限

規
制

、
大

学
な
ど
の

高
等

教
育

機
関

で
学

ぶ
社

会
人

へ
の

助
成

制
度

の
拡
充
が
求
め
ら
れ
る
。

３
．
高

等
教

育
改

革

・
社
会
人
特
別
選
抜
枠
の

拡
大
等

の
編
入

制
度
の
弾

力
化
、
夜
間

大
学
院
の
拡
充
、
科
目
等
履
修
制
度
・
研

究
生
制

度
の
活

用
、
通
信
教

育
・
放
送
大
学
の
拡
充
を
進
め
る
べ

き
で
あ
る
。

・
ま
た
、
公
開
講
座
を
拡
充
す
る
と
と
も
に
、
施
設

の
地
域

開
放
を
進
め

る
こ
と
も
必
要
で
あ
る
。

リ
カ
レ
ン
ト
教
育
お
よ
び
高
等
教
育
改
革
の
あ
り
方

に
つ
い
て

持
続

可
能

な
社

会
の

発
展

を
担

う
人

材
を
育

成
す
る
た
め
に
、
社

会
人

の
学

び
直

し
な
ど
、
生

涯
学

習
の

観
点

か
ら
必

要
な
教

育
環

境
の

整
備

が
求

め
ら
れ

て
い
る
。
学

び
直

し
の

壁
と
な
っ
て
い
る
の

は
、
「
時

間
」
と
「
費

用
」
の

問
題

で
あ
る
。
有

給
教

育
休

暇
の

制
度

化
や

費
用

の
補

助
が

必
要

。

１



大
学
に
お
け
る
社
会
人
入
学
者
の
割
合
の
低
さ
と

社
会
人
の
学
び
直
し
の

2つ
の
壁

「
時

間
」
と
「
費

用
」
の

２
つ
の

壁
、
教

育
機

関
の

プ
ロ
グ
ラ
ム
提

供
体

制
の

課
題

を
克

服
し
、
社

会
人

の

誰
も
が

学
び
た
い
と
き
に
い
つ
で
も
学

び
直

し
が

で
き
る
環

境
を
整

備
し
て
い
く
必

要
が

あ
る
。

出
所

：
20

16
年

度
能

力
開
発
基
本
調
査
（
厚
生
労
働
省

）

大
学
院
の
社
会
人
を
対
象
と
し
た
コ
ー
ス
は
限
定
さ
れ
て
い
る
。

提
供
し
て
い
る
と
し
た
大
学
院
で
も
、
「正

規
課
程
」の

み
の
提
供
は

73
.3
％
で
あ
る
。
な
お
、
提
供
し
て
い
な
い
と
回
答
し
た
大
学
院
の

85
.4
％
が
「
今
後
も
そ
の
予
定
が
な
い
」
と
回
答
し
て
い
る
。

図
２

社
会

人
を
対
象

と
し
た
プ
ロ
グ
ラ
ム
提
供
状
況

（
大

学
院
：
専
攻

分
野
別
）

２

社
会

人
が

学
び
直
し
を
す
る
際
に
、
「時

間
」と

「費
用
」が

２
つ
の

大
き
な
壁
に
な
っ
て
い
る
。

○
「
有

給
教
育
休
暇
」の

制
度
化
、
時
間
外
労
働

の
上
限
規
制

○
学

び
直

し
へ
の
公
的
費
用
補
助
の
拡
大
が
求
め
ら
れ
る
。

出
所

：
社

会
人

の
大

学
等

に
お
け
る
学
び
直
し
の
実
態
把
握
に
関
す
る
調
査

研
究

報
告

書
（
文

部
科

学
省
：

20
17

年
）

図
１

自
己

啓
発
に
問
題
が
あ
る
と
し
た
労
働

者





資料７ 

リカレント教育、大学改革について 

（第３回人生 100年時代構想会議） 

 

慶應義塾大学 樋口美雄 

 

（リカレント教育） 

○ これまでのリカレント教育に関する議論は、リカレント教育の供給側か

らのアプローチ（受け皿としての大学のカリキュラムの作成）となってい

るが、むしろ需要側である企業がどのような能力を身に付けた人であれ

ば、採用しようと思うのか（具体的訓練ニーズは何か）、あるいは在職者に

ついても、そこで学んだものをどう活用するのかといった需要側に着目す

ることが重要。 

○ 企業が今後とも有能な人材を確保していくためには、採用の多元化が必

要であり、このことが逆にリカレント教育の推進力となる。 

また、労働者側は、リカレント教育に対する企業の評価や活用方法が見

えないと受講のモチベーションが起きない。リカレント教育の効果、受講

者・企業にとってのメリットの「見える化」が必要。 

 

（大学改革） 

○ 社会性ややる気といった非認知能力が高ければエクスパティーズが低くと

もホワイトカラーとして新卒一括採用し、ジェネラリストとして育てて定年

まで雇用するという人事を企業や官庁がしている限り、理工系分野などを除

き、リカレント教育のニーズ自体がはっきりしない。 

○ 一人一人の社員が価値創出のためのエクスパティーズを高めていくことが

企業等の発展にとって必要不可欠であるとの認識を共有し、採用や処遇を変

革すべきであり、このような観点から、企業や社会のあり方を議論すべき。  

○ 大学も、産業界などとのインターフェースを確保し、実社会で活かせる力

を育む教育を展開することが求められている。大学の強みや特性を活かして

価値創造の自律的な担い手を育成するという積極性を発揮して大学が社会を

リードしてこそ社会の信頼を得ることができる。 

○ 企業と大学が連携して、社会の接点としての大学の壁を低くし、受講者も

交えて、両者が共同してプログラム開発を行うことを支援するなどリカレン

ト教育で学んだことを活かせる仕組みを考えていく必要がある。 





大
学

改
革

、
リ
カ
レ
ン
ト
教

育
に
つ
い
て

平
成
２
９
年

１
１
月
３
０
日

文
部
科
学
省

資
料
８



大
学
改
革
に
つ
い
て

真
に
支

援
が

必
要

な
所
得
の
低
い
家
庭
の
子
供

た
ち
に
限
っ
て
高

等
教
育

の
無
償

化
を
図
る
こ
と
と
併
せ
、
大
学
等
が
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

創
出

と
社
会

課
題

解
決

の
中
核
と
し
て
の
役
割
を
果

た
す
た
め
、
以
下

の
取
組

に
よ
る
大

学
改

革
を
推
進

１
．

教
育

・
研

究
の

質
保
証

○
学
修
成
果
指
標
な
ど
の
設
定
・
公
表

・
卒
業
時
の
到
達
水
準

と
達
成
状
況
、
在
学
中
の
学
修
時
間
、
卒
業
率

等
○
既
存
の
学
内
組
織
に
と
ら
わ
れ
な
い
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
提
供

・
学
部
・
学
科
等
の
組
織
に
着
目
し
た
授
業
科
目
編
成
か
ら
既
存
の
学
内
組
織
に
捉
わ
れ
な
い
プ
ロ
グ
ラ
ム
へ
の
転
換
を
可
能
と
す
る
仕
組
み
の
構
築

・
教
員
が
複
数
の
学
部
で
円
滑
に
勤
務
す
る
こ
と
を
可
能
に
す
る
た
め
の
仕
組
み
の
構
築

○
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
確
立

・
成
績
管
理
の
徹
底
や
ナ
ン
バ
リ
ン
グ
の
導
入
、
シ
ラ
バ
ス
の
充
実

等
○
教
員
の
教
育
力
確
保

○
質
保
証
に
関
す
る
取
組
の
資
源
配
分
へ
の
反
映
（
私
学
助
成
の
配
分
ル
ー
ル
見
直
し
な
ど
）

○
外
部
人
材
の
登
用
促
進

２
．

大
学

経
営

基
盤

の
強
化
、
連
携
・
統
合
等

の
推
進

○
経
営
力
の
強
化

・
優
れ
た
学
長
の
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
に
よ
る
大
学
運
営
の
促
進

・
経
営
層
へ
の
外
部
人
材
の
登
用

・
外
部
資
金
導
入
の
大
幅
な
増
加

・
中
長
期
計
画
策
定
の
促
進

○
国
公
私
立
の
枠
を
超
え
た
連
携
・
統
合
の
可
能
性
の
検
討

・
一
法
人
一
大
学
制
の
見
直
し
、
教
員
養
成
系
の
見
直
し
、
経
営
の
幅
広
い
連
携
・
統
合
や
事
業
譲
渡
的
な
承
継
方
策
（
学
部
・
学
科
単
位
で
の
設
置
者

変
更
等
）
の
検
討

○
経
営
困
難
な
学
校
法

人
へ
の
対
応

・
他
法
人
と
の
合
併
や
撤
退
を
含
む
早
期
の
適
切
な
経
営
判
断
を
促
進
す
る
よ
う
経
営
指
導
を
強
化
、
経
営
破
た
ん
の
際
の
処
理
手
続
き
の
円
滑
化
方

策
の
検
討

３
．

リ
カ

レ
ン

ト
教

育
の
抜
本
的
強
化

○
リ
カ
レ
ン
ト
教
育
推
進
の
た
め
の
体
制
整
備

・
リ
カ
レ
ン
ト
推
進
本
部

の
設
置
な
ど
学
内
体
制
の
整

備
・
産
学
官
連
携
に
よ
る
リ
カ
レ
ン
ト
教
育
拠

点
を
各
地
域
に
形
成

・
大
学
と
企
業
の
協
働
に
よ
る
リ
カ
レ
ン
ト
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
創
設

○
放
送
大
学
、

M
O

O
Cs
な
ど
オ
ン
ラ
イ
ン
教
育
の
拡
充

改
革

の
方

向
性

今
後
、
具
体
的
方
策
に
つ
い
て
、
人

生
１
０
０
年
時

代
構
想

会
議
に
お
け
る
議

論
を
踏
ま
え
つ
つ
、

中
央
教
育
審
議
会

等
に
お
い
て
関

係
者
の
意

見
も
聞

き
な
が
ら
引
き
続
き
検
討

１



「
多
様
な
年
齢
層
」
の
学
び
の
拠
点
と
し
て
の
高
等
教
育
改
革

労
働
生
産
性
向
上
や
人
生

10
0年

時
代
の
豊
か
な
生
き
方
を
実
現
す
る
た
め
、
生
涯
を
通
し
た
キ
ャ
リ
ア
チ
ェ
ン
ジ
や
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
な
ど
、

仕
事
・
社
会
活
動
と
学
び
の
循
環
が
重
要
。
そ
の
た
め
、
社
会
に
出
た
後
も
大
学
・
高
等
専
門
学
校
・
専
門
学
校
で
学
び
続
け
る
こ
と
が
で
き
る

よ
う
、

（
1）

教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
有
効
性
の
向
上
の
た
め
の
産
学
共
同
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
開
発
促
進

（
2）

時
間
的
コ
ス
ト
の
軽
減
の
た
め
の
短
期
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
開
発
促
進
や
放
送
大
学
等
の
オ
ン
ラ
イ
ン
講
座
の
大
幅
拡
充

（
3）

経
済
的
コ
ス
ト
の
軽
減
の
た
め
の
雇
用
保
険
制
度
等
と
の
連
携

な
ど
を
推
進
。
こ
れ
ら
を
支
え
る
大
学
等
に
お
け
る
体
制
整
備
を
進
め
、
拠
点
と
し
て
の
機
能
を
強
化
。

ニ
ー
ズ
に
応
じ
た
教
育
効
果
の
高
い
プ
ロ
グ
ラ
ム
を

大
学
と
産
業
界
・
地
方
公
共
団
体
等
と
の
連
携
に
よ
り
共
同
で
開
発
・
実
施

リ
カ
レ
ン
ト
教
育
推
進
本
部

産
業
界
・
企
業
・
金
融
機
関

等


事
業
課
題
等
に
応
じ
た

O
FF

-J
T等

の
推
進


柔
軟
な
勤
務
形
態
の
導
入
や
労
務
上

で
の
配
慮
（
学
び
直
し
の
奨
励
等
）


講
師
の
派
遣
（
兼
業
・
副
業
）
、
教

材
作
成

等
に
よ
り
、
企
業
の
参
画
を
促
進


大
学
と
し
て
の
リ
カ
レ
ン
ト
戦
略
の
策
定


企
業
や
地
方
公
共
団
体
等
が
参
画
し
、

産
学
官
連
携
に
よ
る
プ
ロ
グ
ラ
ム
策
定


リ
カ
レ
ン
ト
に
積
極
的
な
教
職
員
へ
の
評
価

改
善
・
人
事
給
与
シ
ス
テ
ム
改
革


ク
ロ
ス
ア
ポ
イ
ン
ト
メ
ン
ト
等
に
よ
る
実
務

家
教
員
の
雇
用


学
び
や
す
い
学
内
環
境
の
整
備

地 方 創 生 、 中 小 企 業 振 興 等 と 連 携

・
ニ
ー
ズ
の
反
映

・
講
師
の
派
遣

・
受
講
者
の
輩
出

・
ニ
ー
ズ
調
査

・
人
材
輩
出

雇
用
保
険
給
付
金
等
と
連
携

大
学

放
送
大
学
や

オ
ン
ラ
イ
ン
教
育
を

行
う
大
学
等

産
業
界
と
連
携
し
た

オ
ン
ラ
イ
ン
授
業
科
目

（
デ
ー
タ
･サ
イ
エ
ン
ス
分
野
、

公
的
資
格
研
修
等
）
を
大
幅

拡
充

•
オ
ン
ラ
イ
ン
講
座
の
拡
充

•
短
期
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
認
定
制
度
創
設

•
修
了
期
間
の
柔
軟
化

•
リ
カ
レ
ン
ト
教
育

推
進
本
部
の
整
備
の
た
め
の
支
援

必
要
な
制
度
改
正
等
に
よ
り
支
援

連
携

地
方
自
治
体
・
地
域


ま
ち
づ
く
り
・
地
方
創
生
に
向
け
た

人
材
育
成
の
推
進


地
域
の
振
興
計
画
に
リ
カ
レ
ン
ト
を

位
置
づ
け


企
業
へ
の
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
付
与

オ
ン
ラ
イ
ン
教
育
の
資
源
・

ノ
ウ
ハ
ウ
を
積
極
活
用

各
大
学
と
の
連
携
共
同
科
目
の

開
設
を
推
進

・
大
学
と
産
業
界
が
連
携
し
、

IT
や
保
育
・
看
護
等
人
材
不
足
が
顕
著
な
分
野
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
作
成

・
大
学
と
産
業
界
、
地
方
公
共
団
体
等
が
連
携
し
、
地
方
創
生
や
社
会
参
画
に
係
る
分
野
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
作
成

等

プ
ロ
グ
ラ
ム
の
評
価
・
改
善
を
通
し
て
、
関
係
者
が
学
び
の
成
果
を
共
有
し
、
持
続
的
な
人
材
育
成
を
推
進

（
例
）


カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
・
デ
ィ
レ
ク
タ
ー
の
配
置


キ
ャ
リ
ア
・
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
の
配
置


再
就
職
支
援
機
能


そ
の
他
事
務
局
機
能
等
を
整
備

（
本
部
に
必
要
な
人
材
・
機
能
の
例
）

２





厚
生
労
働
省
に
お
け
る
リ
カ
レ
ン
ト
教
育
の
充
実
等
に
関
す
る
取
組

人
生

10
0年
時
代
を
見
据
え
、
何
歳
に
な
っ
て
も
学
び
直
し
が
で
き
る
環
境
を
整
備
す
べ
く
、
そ
れ
ぞ
れ
の
ラ
イ
フ
ス

テ
ー
ジ
に
お
い
て
多
様
な
課
題
や
ニ
ー
ズ
を
有
す
る
人
々
の
受
皿
と
な
る
リ
カ
レ
ン
ト
教
育
関
連
施
策
の
推
進
を
検
討
し

て
い
く
。

・
長
期
の
教
育
訓
練
休
暇
制
度
の
普
及
を
図
る
と
と
も
に
、
時
間
の
制
約
の
多
い
社
会
人
の
学
び
直
し
に
資
す
る
教
育
訓
練
プ
ロ
グ
ラ

ム
の
開
発
を
進
め
る
。

・
労
働
者
が
企
業
内
で
定
期
的
に
キ
ャ
リ
ア
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
を
受
け
る
仕
組
み
（
セ
ル
フ
・
キ
ャ
リ
ア
ド
ッ
ク
）
の
普
及
を
加

速
さ
せ
、
中
高
年
齢
期
を
も
展
望
に
入
れ
た
キ
ャ
リ
ア
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
を
推
進
す
る
。

②
学
び
直
し
が
で
き
る
環
境
整
備
の
強
化

●
教
育
訓
練
給
付
の
拡
充

・
専
門
実
践
教
育
訓
練
給
付
の
対
象
と
な
る
講
座
の
期
間
を
最
長
４
年
に
拡
充
し
、
専
門
職
大
学
等
の
課
程
を
追
加
す
る
と
と
も
に
、

一
般
教
育
訓
練
給
付
に
つ
い
て
も
拡
充
す
る
。

●
短
時
間
労
働
者
等
へ
の
支
援
の
拡
充

・
雇
用
保
険
に
加
入
で
き
な
い
短
時
間
労
働
者
や
フ
リ
ー
ラ
ン
ス
な
ど
の
方
々
を
対
象
に
、
正
社
員
就
職
を
目
指
す
職
業
訓
練
コ
ー
ス
を
充
実
す
る
。

●
eラ
ー
ニ
ン
グ
を
活
用
し
た
企
業
内
訓
練
へ
の
支
援
の
拡
充

・
企
業
が

eラ
ー
ニ
ン
グ
を
活
用
し
て
従
業
員
に
対
し
て
行
う
教
育
訓
練
も
、
助
成
金
に
よ
り
支
援
す
る
。

①
リ
カ
レ
ン
ト
教
育
機
会
の
更
な
る
拡
充

・
給
付
率
・
上
限
額
の
引
上
げ
（
最
大
６
割

→
７
割
、
年
間
上
限

48
万
円

→
56
万
円
）
（
雇
用
保
険
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
に
よ
る
措
置
。
平
成

30
年

１
月
施
行
）

・
20

22
年
ま
で
に
対
象
講
座
数
を
倍
増
（
約

2,
50

0講
座

→
5,

00
0講
座
）

（
参
考
）
専
門
実
践
教
育
訓
練
の
拡
充
に
関
す
る
こ
れ
ま
で
の
取
組
・
目
標

資
料
９





地
方
創
生
・
人
づ
く
り
革
命
に
資
す
る
大
学
改
革

平
成

29
年

11
月

30
日

ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
担
当
大
臣

梶
山
弘
志

-人
生

10
0年

時
代
構
想
会
議
提
出
資
料

-

資
料

10
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出
典
：
厚
生
労
働
省
「
人
口
動
態
統
計
」
よ
り
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
本
部
事
務
局
に
て
作
成

出
典
：
総
務
省
「
国
勢
調
査
」
よ
り
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
本
部
事
務
局
に
て
作
成

○
20

00
年
か
ら

20
15
年
の

15
年
間
で
、
地
方
（
東
京
圏

以
外
）
の
若
者
人
口
（

15
～

29
歳
）
は
、
約
３
割

（
53

2万
人
）
の
大
幅
な
減
少

○
出
生
数
も
、
約
２
割
（

17
万
人
）
の
大
幅
な
減
少

○
東
京
圏
へ
の
転
入
超
過
数
は
近
年

10
万
人
を
超
え

る
規
模
で
推
移
。

そ
の
大
半
は

15
～

19
歳
、

20
～

24
歳
が
占
め
て

お
り
、
大
学
進
学
時
・
就
職
時
の
転
入
が
多
い
。

※
東

京
圏

（
東

京
都

、
埼

玉
県

、
千

葉
県

、
神

奈
川

県
）

90
0

11
00

13
00

15
00

17
00

19
00

20
00

20
05

20
10

20
15

万人

年

若
者

（
15

歳
～

29
歳
）
の
人
口
の
推

移
東
京
圏
以
外

18
31

万
人

29
%
減

少

12
99

万
人

0 55657585

20
00

20
05

20
10

20
15

万人

年

出
生
数
の
推
移

東
京
圏
以
外

89
万

人

72
万

人

19
%
減

少
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15
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00

40
,0

00

60
,0

00

80
,0

00

10
0,

00
0

12
0,

00
0

14
0,

00
0

20
10

年
20

11
年

20
12

年
20

13
年

20
14

年
20

15
年

20
16

年

若
者
の
東
京
圏
へ
の
年
齢
階
層
別
転
入
超
過
数

（
20

10
～

20
16

年
）

15
～

19
20

～
24

25
～

29
総

数

資
料
出
所
：
総
務
省
統
計
局
住

民
基
本
台
帳
人
口
移
動
報
告
（

20
10

年
－

20
16
年
）

≪
地
方
に
お
け
る
若
者
・
出
生
数
の
大
幅
な
減
少
≫

≪
東
京
圏
へ
の
大
幅
な
転
入
超
過
≫

地
方
に
お
け
る
若
者
の
減
少

2



１
地
方
大
学
の
振
興

○
首

長
の

強
力

な
リ

ー
ダ

ー
シ

ッ
プ

の
下

、
組

織
レ

ベ

ル
で
の
持

続
可

能
な
産

官
学

連
携

体
制
の
構
築

。

○
地

方
大

学
が

、
産

官
学

の
連

携
の

下
、

地
域

の
中

核

的
な

産
業

の
振

興
と

専
門

人
材

育
成

等
の

振
興

計
画

で
あ

っ
て

、
地

方
版

総
合

戦
略

に
位

置
付

け
ら

れ
た

も
の

を
策

定
す

る
場

合
、

モ
デ

ル
と

な
る

先
進

的
な

取
組
に
対

し
て
、

重
点

的
に

支
援

。

○
地

方
大

学
と

東
京

圏
の

大
学

や
研

究
開

発
法

人
と

の
連

携
を
推

進
。

◆
富

山
県

産
学
官
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
を
組
成
し
、

バ
イ
オ
医
薬
品
等

の
研
究
開
発

◆
北

九
州
市

理
工
系
の
国
公
私
立
大
学
が
同
一

キ
ャ
ン
パ
ス
に
集
積
し
、
介
護
ロ
ボ
ッ
ト

等
の
共
同
研
究
を
実
施

富
山

県
薬

事
研

究
所

取
組

事
例

地
方
創
生
・
人
づ
く
り
革
命
に
資
す
る
大
学
改
革

２
地
方
圏
と東

京
圏
の
大
学
生
の
対
流
・交
流

○
東

京
圏

の
大

学
の

地
方

へ
の

サ
テ

ラ
イ

ト
キ

ャ
ン

パ

ス
の

設
置

や
地

方
大

学
と

東
京

圏
の

大
学

の
単

位
互

換
制

度
等

に
よ

り
、

学
生

が
地

方
圏

と
東

京
圏

を
相

互
に
対
流
・
交
流
す
る

仕
組

み
を

構
築

。

３
大
学
生
等
の
地
方
就
業
の
支
援

○
都

市
部

の
大

学
等

か
ら

地
方

企
業

へ
の

就
職

を
促

進

す
る
奨
学

金
返
還
支
援

制
度

を
全

国
展

開
。

（
現
在
、
制
度
を
設
け
て

い
る

の
は

24
県

。
）

○
地

元
企

業
で

の
イ

ン
タ

ー
ン

シ
ッ

プ
の

実
施

等
を

支

援
す
る
地
方

創
生
イ
ン

タ
ー

ン
シ

ッ
プ

を
推

進
。

◆
石

川
県

学
生

の
様

々
な
ニ
ー
ズ
や
、
企

業
体

力
に
配

慮
し
て
、
多

様
な
バ
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
を

確
保

し
た
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
を
実

施

取
組

事
例

企
業

で
の
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
の
様

子
（
石

川
県

）
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